





















　国連海洋法条約（United Nations Convention on the Law of the Sea：UNCLOS）におい
て，海域は，領海，排他的経済水域（exclusive economic zone：EEZ），大陸棚，公海，深
海底に区分されます。公海と深海底は，いかなる国家の管轄権も及ばない区域であり，
ABNJ（areas beyond national jurisdiction）と称されています。ABNJにおける海洋生物













































































































































































ルの敷設による環境影響は「無視できる程度又はわずか（minor if not negligible）」であるとしており，こう
した見解はISAによる2015年の研究報告書でも確認されている。





























































る議論の影響，②「人類の共同の財産」（Common Heritage of Mankind：CHM）原則を巡
る議論，の二つの要素があります。




































































































































































































































































































































































































































































特集　学生と市民のための公開講座『現場からの法律学・政治学  Ⅲ』 　115　
ル・アプローチを採用し，同機関のルールに優越したルールを策定するような事態となる場
合には，航海関連業務に何らかの影響が及ぶこととなる可能性も排除されないものと考えま
す。
　次に第２のご質問について。新協定については，①ABNJで行われる活動であってBBNJ
に影響を与えるものを規制すべきなのか，それとも，①に加えて，②AWNJで行われる活動
であってもBBNJに影響を与えるものも規制すべきなのか，という議論があり，現時点では，
多くの国が①を支持しているものと承知しています。プラスチック・ゴミ問題は，重要な問
題ですが②に属する事項であり（国内から流出したプラスチックが公海に散乱している。），
また，プラスチック・ゴミ問題については他の枠組みにおいて重点的に議論されてきた経緯
があり，さらには，BBNJ新協定においてはただでさえ多くの困難な論点が議論されている
との状況があります。このため，現時点では，プラスチック・ゴミ問題は，BBNJ新協定では
直接議論されていないものと承知しています。
森川：時間を三十分以上超過して議論を進めて参りました。国際法というのは，他の国内の
法律と違いがあります。国内の法律ですと，国会で法律が出来た場合，それは国内の全ての
人を拘束することになります。しかし，国際法の場合，条約に入っている国はもちろんその
条約を守らなければなりませんが，その条約に入らなければ守る必要がありません。この点
では，長沼さんが最後にご指摘になった点が極めて重要であろうと思います。協定採択後の
ことまで見据えた交渉が必要だということです。その協定が発効した後まで実効性を持た
なければ意味がないわけです。すなわち，このようなルールや枠組みを作る際に，どれだけ
多くの国の参加を確保するかが多国間交渉の場合に非常に重要であります。国内法の場合，
それを守らない人がいれば国家権力によって強制することが可能です。しかし，国際法にお
いては，仮にそれを守らなかった国があったからといって，それを強制する権力があるわけ
でもありません。したがって，国際法においては，──近年はかなり変わってきているとは
いえ──自発的な遵守というのが基本的な実施の仕方となります。そういう意味では，こう
いう協定を作ることによってそれぞれの関係国がそれを遵守することに利益を感じるよう
でなければ，実効的ではなくなってしまいます。今日のお話でも出てきました深海底の制度
は当初，「人類の共同の財産」という非常に高邁な理想に基づいて策定されたわけですけれど
も，先進国がそこに入れないということで，結局はそれを緩める方向をとらざるを得ません
でした。このような例は，国際法に関しては多くあるのです。したがって，条約の実効性を
高めていくためには，先進国と途上国，環境保護重視の立場と資源開発重視の立場など様々
な立場の国々，人たちのニーズを取り込みながら纏めていくしかない。それは非常に難しい
作業になりますが，日本はそのために積極的に取り組んでいる。本日お話頂いたUNCLOS
の第３の実施協定に関しては，その交渉が2020年までは継続することが決まっております。
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それがどのようなかたちで結実してくるのか，楽しみにしながら見守りたいと思います。そ
の取り組みのまさしく最前線で活動されている長沼さんのお話は，とても貴重なものでした。
ご多忙な中，時間を割いて頂きました長沼室長に，もう一度盛大な拍手をお願い致します。
ありがとうございました。（拍手）
